
別紙２

実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

自
治
事
務

法
定
受
託
事
務

 国庫
その他
特定
財源

 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

河川海岸管理費（関連団体負担金） ○ S27 62 5 ○ 1,670 0 0 1,670 ○ ○ ○ △ 210

河川海岸管理費（地域をつなぐ河川環境づくり推進事業） 元気な県土 ○ H23 3 1 ○ 10,952 0 0 10,952 ○ ○ ○ ○ 0

ふれあいの川づくり推進事業 ○ H16 10 1 ○ 234,000 0 0 234,000 ○ ○ 0

全国水需給動態調査事業 ○ S53 36 1 ○ 16 16 0 0 ○ ○ 0

水位雨量流量調査費 ○ H元 25 2 ○ 7,163 0 0 7,163 ○ ○ ○ 0

ポンプ場等管理費 ○ S43 46 4 ○ 37,257 1,098 0 36,159 ○ ○ ○ 0

水防活動費 ○ H19 7 1 ○ 767 0 0 767 ○ ○ ○ 0

下水道事業促進費 ○ S39 50 4 ○ 2,258 0 0 2,258 ○ ○ ○ △ 1,843

福井県下水道事業特別会計繰出金 ○ S49 40 1 ○ 372,637 0 293 372,344 ○ ○ ○ 0

9 5 1 3 20 9 0 666,720 1,114 293 665,313 0 7 2 0 0 1 0 0 0 6 0 0 1 0 0 0 0 7 0 2 0 0 0 0 0 △ 2,053

同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

平成２５年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）河川課

会計区分

課・室名

平成
25年度
予算額

 財源内訳

一般会計

成果指標1結果分類活動指標1結果分類 活動指標2結果分類

事            業           名
事業
開始
年度

経過
年数

事業区分 事務区分 成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

福井新々元気宣言
における位置付け



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 河川管理 Ｇ

5 □ □ S27 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 62 年 □

21年度 22年度 23年度 24年度

2,420 2,320 2,320 2,220

2,320 2,320 1,320 2,170

2,320 2,320 1,320 2,170

1 1 1 1

1 1 1 1

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

当 初 予 算 額 の 推 移 1,720

〕　　　＝　　　〔

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

河川海岸管理費（関連団体負担金） 含まれる事業数事      業      名

[予算額および指標の推移等]

25年度

[事業目的]

0.0%

区　　　　　　分

［事業内容］

指標

1,670

Ⅱ

Ⅱ

指標

Ｈ21年度：△485千円（北川総合開発対策協議会△385千円、近畿地方ダム連絡協議会△20
千円、吉野瀬川ダム建設・河川改修促進協議会△80千円）
H23年度：Δ 10千円（北川総合開発対策協議会）
H25年度：Δ 500千円（北川総合開発対策協議会）

評価に基

づく今後

の 対 応

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

休　　止

見　直　し　額 △ 210

 〕　／　整備目標

整理統合

平成25年度予算額

□

■

廃　　止 そ の 他□

□

終期の見直し

□

□

完　　了

□

□

国　　　　　庫

一　般　財　源

[事業の評価]

拡　　充

1,670

河川行政を推進するために、各種組織において情報を入手し、会員相互で情報交換をすることがで
き効果的である。

□

千　円

特　記　事　項

縮　　減

事業開始後の見直し状況

団体の活動の効率化や、加入による効果を常に検証しながら継続して加入する。
なお、前年度からの繰越額が多い団体については負担額を見直す。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

継　　続

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事業終了
予定年度

法定受託事務

一般会計

事　業
開　始
年　度

特別会計
企業会計

結果分類

部（庁）

実行予算

会計区分

目標値、指標の積算根拠等

河川、ダムに関する事業の推進団体に加入し、本県の治水やダム整備等を促進する。

団体負担金
＜全国規模の団体＞日本河川協会、命と生活を守る新国土づくり研究会
＜県内の団体＞北川総合開発対策協議会、足羽川治水対策協議会、吉野瀬川ダム建設・河川改修促進協議会

（単位：千円）

平均伸び率

0.0%

7.1%

事務区分
事 業
区 分

△ 7.7%

その他

△ 0.4%1,670

の推移

研修会の開催数

成果

事業効果

土木 河川

補 助 金

そ の 他

経過年数

国　庫

県　単

決 算 額 の 推 移

区　　　　　　分

財源内訳 その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

図書等の出版数活動

予　算　額　（単位：千円）

－１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 河川管理 Ｇ

1 □ □ H23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 26 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 3 年 □

21年度 22年度 23年度 24年度

13,676 12,308

11,647 11,610

11,304 11,378

58,301 58,602

6,631,128 6,737,223

117,740 169,380

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[予算額および指標の推移等]

25年度

事業効果 指標

良好な河川環境を維持するため、引き続き地域住民、ＮＰＯ団体等と連携して活動を行っていく。

指標

予　算　額　（単位：千円）

平成25年度予算額

完　　了

多くの方が河川愛護活動に参加しており、住民参加型の河川管理が図られている。

一　般　財　源

河川愛護活動参加者数

成果

所属の

方　針
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

一般会計

事　業
開　始
年　度

会計区分

河川の草刈・植栽を行う愛護団体等に活動経費を補助する。（年２回まで、補助率：1/3、実施主体：河川愛護団体）

経過年数

県土に活気の高速交通時代

［事業内容］

法定受託事務そ の 他

[事業目的]

補 助 金

実行予算

Ⅰ

Ⅱ

結果分類

（単位：千円）

平均伸び率

草刈実施面積

0.5%

植栽をした面積（㎡）

活動

目標値、指標の積算根拠等
△ 10.0%

植栽実施面積

10,952２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

区　　　　　　分

Ⅱ

△ 3.0%

地域住民団体等が行う河川の維持管理活動に補助する。地域住民の河川愛護意識の高揚と良好な河川環境の維持を図る。

0.7%

草刈をした面積（㎡）

草刈・植栽活動を実施した参加人数

決 算 額 の 推 移

11,077当 初 予 算 額 の 推 移

特別会計

元気な県土 県　単

企業会計

その他

事業終了
予定年度

土木 河川

含まれる事業数河川海岸管理費（地域をつなぐ河川環境づくり推進事業）

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

事      業      名 国　庫

部（庁）

事務区分

［活動指標、成果指標に対する評価］

 〕　／　整備目標

[事業の評価]

評価に基

づく今後

の 対 応
そ の 他

10,952

区　　　　　　分

千　円

□

□

財源内訳

国　　　　　庫

□

整理統合 □

継　　続

□

計 画 の 達 成 状 況

1.6%

その他特定財源

10,952

の推移

事業開始後の見直し状況

43.9%

拡　　充

見　直　し　額

休　　止

廃　　止

縮　　減

■ □

□

□

〕　　　＝　　　〔

特　記　事　項

終期の見直し

－２－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 河川整備 Ｇ

1 □ ■ H16 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 10 年 □

21年度 22年度 23年度 24年度

268,000 230,317 163,200 228,000

268,000 230,317 234,000 228,000

268,000 230,317 234,000 228,000

3484.6 3595.1 3,775.7 3,693.3

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

当 初 予 算 額 の 推 移 234,000

〕　　　＝　　　〔

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

ふれあいの川づくり推進事業 含まれる事業数事      業      名

[予算額および指標の推移等]

25年度

[事業目的]

区　　　　　　分

［事業内容］

指標

234,000

Ⅱ

指標

評価に基

づく今後

の 対 応

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

休　　止

見　直　し　額

 〕　／　整備目標

整理統合

平成25年度予算額

□

□

廃　　止 そ の 他□

■

終期の見直し

□

□

完　　了

□

□

国　　　　　庫

一　般　財　源

[事業の評価]

拡　　充

234,000

河川環境の維持に必要であり、住民の川に対する意識の向上を図る上でも効果的である。

□

千　円

特　記　事　項

縮　　減

事業開始後の見直し状況

良好な河川環境を維持するため、引き続き地域住民、ＮＰＯ団体等と連携して活動を行っていく。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

継　　続

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事業終了
予定年度

法定受託事務

一般会計

事　業
開　始
年　度

特別会計
企業会計

結果分類

部（庁）

実行予算

会計区分

目標値、指標の積算根拠等

身近で潤いのある河川を復元し、川に対する意識の向上を図る。

河川愛護団体等が草刈を行っている区間において、川の中や急な堤防法面の草刈をする。また、河床整形を行い草の密生を解消する。

（単位：千円）

平均伸び率

2.0%

△ 5.0%

事務区分
事 業
区 分

△ 0.2%

その他

△ 3.1%234,000

の推移 成果

事業効果

土木 河川

補 助 金

そ の 他

経過年数

国　庫

県　単

決 算 額 の 推 移

区　　　　　　分

財源内訳 その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

草刈実施面積（千㎡）活動

予　算　額　（単位：千円）

－３－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 河川管理 Ｇ

1 ■ ■ S53 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 36 年 □

21年度 22年度 23年度 24年度

154 149 149 149

149 149 149 149

149 149 149 149

10 10 9 9

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[予算額および指標の推移等]

25年度

事業効果 指標

必要な水資源に関する資料を蓄積するため、引き続き事業を実施する。

指標

予　算　額　（単位：千円）

平成25年度予算額

完　　了

国が策定する全国総合水資源計画の資料とするための調査であり、県内の水需給の動向等を的確に
把握できる。

一　般　財　源

調査項目件数

成果

所属の

方　針
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

一般会計

事　業
開　始
年　度

会計区分

・水需給動態調査
調査項目　水道用水需要量、工業用水道取水量、その他用水需要量、ダム等水資源開発施設状況、水道用水・工業用水・農業用水渇水状況等

経過年数

［事業内容］

法定受託事務そ の 他

[事業目的]

補 助 金

実行予算

Ⅲ

結果分類

（単位：千円）

平均伸び率

△ 3.3%活動

目標値、指標の積算根拠等
△ 23.1%

16２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

区　　　　　　分

△ 22.3%

国が策定する全国総合水資源計画に基づき、本県における水道用水や工業用水等の水需給の動態を把握する。

0.0%

＊目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

決 算 額 の 推 移

16当 初 予 算 額 の 推 移

特別会計

県　単

企業会計

その他

事業終了
予定年度

土木 河川

含まれる事業数全国水需給動態調査事業

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

事      業      名 国　庫

部（庁）

事務区分

［活動指標、成果指標に対する評価］

 〕　／　整備目標

16

[事業の評価]

評価に基

づく今後

の 対 応

＊成果目標について
水需給の動向を把握し、適切な水資源行政を推進する。

そ の 他

16

区　　　　　　分

千　円

□

□

財源内訳

国　　　　　庫

□

整理統合 □

継　　続

□

計 画 の 達 成 状 況

その他特定財源

の推移

事業開始後の見直し状況

H25年度　Δ 133千円（人件費等見直し）

拡　　充

見　直　し　額

休　　止

廃　　止

縮　　減

■ □

□

□

〕　　　＝　　　〔

特　記　事　項

終期の見直し

－４－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 河川整備 Ｇ

2 □ ■ H元 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 25 年 □

21年度 22年度 23年度 24年度

8,450 7,945 7,495 7,195

8,450 7,945 7,495 7,195

8,450 7,945 7,495 7,195

8 8 8 8

8 8 8 8

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

当 初 予 算 額 の 推 移 7,163

0.0%

〕　　　＝　　　〔

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

水位雨量流量調査費 含まれる事業数事      業      名

[予算額および指標の推移等]

25年度

[事業目的]

区　　　　　　分

［事業内容］

指標

7,163

Ⅱ

Ⅱ

指標

平成１７年度　９河川→８河川
平成２１年度　調査頻度の見直し（年１回→２年に１回）
　　　　　　　　　（耳川、はす川、南川、佐分利川）
平成２３年度　調査頻度の見直し（月１回→隔月に１回）
　　　　　　　　　（九頭竜川、日野川）

評価に基

づく今後

の 対 応

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

休　　止

見　直　し　額

 〕　／　整備目標

整理統合

平成25年度予算額

□

□

廃　　止 そ の 他□

■

終期の見直し

□

□

完　　了

□

□

国　　　　　庫

一　般　財　源

[事業の評価]

拡　　充

7,163

水資源の安定供給、出水時の避難活動への的確な情報提供等の基礎資料となっている。

□

千　円

特　記　事　項

縮　　減

事業開始後の見直し状況

河川に関する有効な基礎資料として使用していくため、引き続き実施する。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

継　　続

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事業終了
予定年度

法定受託事務

一般会計

事　業
開　始
年　度

特別会計
企業会計

結果分類

部（庁）

実行予算

会計区分

目標値、指標の積算根拠等

安心して生活できる河川づくりや、河川を調査、利用、保全、管理する上で有効な基礎資料とする。

他機関の観測資料が無く、利水調整が必要で、かつ水防上重要な河川について、流量調査と量水板設置を行う。
＜調査実施河川＞
竹田川、日野川、九頭竜川、笙の川、耳川、はす川、南川、佐分利川

（単位：千円）

平均伸び率

0.0%

△ 5.2%

事務区分
事 業
区 分

△ 4.0%

その他

△ 4.0%7,163

の推移 河川流量観測調査報告書作成数成果

事業効果

土木 河川

補 助 金

そ の 他

経過年数

国　庫

県　単

決 算 額 の 推 移

区　　　　　　分

財源内訳 その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

調査実施河川数活動

予　算　額　（単位：千円）

－５－
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 河川管理 Ｇ

4 □ ■ S43 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 46 年 □

21年度 22年度 23年度 24年度

35,915 37,827 38,959 39,408

32,814 33,849 36,383 35,636

32,125 31,501 33,076 32,625

1 1 1 1

0 0 0 0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[予算額および指標の推移等]

25年度

事業効果 指標

洪水等を防ぐため引き続きポンプ場および水門の適切な維持管理を行う。

指標

予　算　額　（単位：千円）

平成25年度予算額

完　　了

操作不能による浸水は発生していない。

一　般　財　源

保守点検回数（回/年）

成果

所属の

方　針
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

一般会計

事　業
開　始
年　度

会計区分

ポンプ場の管理(狐川、荒川、和田川、黒津川、江端川、石田川)
・設備保守点検委託、操作員の配置、定期点検の実施
水門の管理
・関係市町への水門・樋門操作委託(田島川水門、間島川水門、一本木水門、下河端排水機場水門、上河端排水機場水門、片上排水機場水門、中川排水機場水門、莇生田水門、石田上樋門、川島樋門、落井樋門、石田下樋門、小和田樋門、下吉田樋門、ヨバタ
川樋門)
・保守点検、操作等委託(古川水門、開田橋水門、閘門)
・国土交通省からの樋門等操作受託(江端川水門、江端川排水樋門、狐川樋門)
排水ポンプ車（排水能力：３０㎥/分）の維持管理および非常時の運転操作業務委託

経過年数

［事業内容］

法定受託事務そ の 他

[事業目的]

補 助 金

実行予算

Ⅱ

結果分類

（単位：千円）

平均伸び率

浸水回数（操作不能によるもの）

0.0%活動

目標値、指標の積算根拠等
2.0%

37,257２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

区　　　　　　分

Ⅱ

3.3%

降雨時に水位が上昇した河川の排水処理を行うことで、洪水から県民の生活と財産を守る。

0.6%決 算 額 の 推 移

38,826当 初 予 算 額 の 推 移

特別会計

県　単

企業会計

その他

事業終了
予定年度

土木 河川

含まれる事業数ポンプ場等管理費

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

事      業      名 国　庫

部（庁）

事務区分

［活動指標、成果指標に対する評価］

 〕　／　整備目標

1,098

[事業の評価]

評価に基

づく今後

の 対 応
そ の 他

37,257

区　　　　　　分

千　円

□

□

財源内訳

国　　　　　庫

□

整理統合 □

継　　続

□

計 画 の 達 成 状 況

0.0%

その他特定財源

36,159

の推移

事業開始後の見直し状況

拡　　充

見　直　し　額

休　　止

廃　　止

縮　　減

■ □

□

□

〕　　　＝　　　〔

特　記　事　項

終期の見直し

－６－
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 河川整備 Ｇ

1 □ ■ H19 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 7 年 □

 ２１年度  ２２年度  ２３年度 ２４年度

1,561 1,561 1,561 1,561

1,365 1,365 1,365 1,208

1,365 1,365 1,365 1,208

4 4 4 4

100 100 100 100

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

当 初 予 算 額 の 推 移 1,561

0.0%

〕　　　＝　　　〔

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

水防活動費 含まれる事業数事      業      名

[予算額および指標の推移等]

２５年度

[事業目的]

区　　　　　　分

［事業内容］

指標

767

Ⅱ

Ⅱ

指標

評価に基

づく今後

の 対 応

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

休　　止

見　直　し　額

 〕　／　整備目標

整理統合

平成25年度予算額

□

□

廃　　止 そ の 他□

■

終期の見直し

□

□

完　　了

□

□

国　　　　　庫

一　般　財　源

[事業の評価]

拡　　充

767

河川台帳システムは正常に稼働しており、データベースも充実している。

□

千　円

特　記　事　項

縮　　減

事業開始後の見直し状況

更新データの選別やシステムの簡略化も検討しながら、河川台帳システムを適正に運用していく。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

継　　続

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事業終了
予定年度

法定受託事務

一般会計

事　業
開　始
年　度

特別会計
企業会計

結果分類

部（庁）

実行予算

会計区分

目標値、指標の積算根拠等

河川台帳システムを正常に稼働することで、河川の事業計画や流域管理を適正に実施する。

河川台帳システムの保守点検およびデータ（河川測量成果、管理施設、被災履歴、占用物件）の更新

（単位：千円）

平均伸び率

0.0%

△ 3.8%

事務区分
事 業
区 分

0.0%

その他

△ 12.0%767

の推移 稼働率（％）成果

事業効果

土木 河川

補 助 金

そ の 他

経過年数

国　庫

県　単

決 算 額 の 推 移

区　　　　　　分

財源内訳 その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

保守点検回数（回/年）活動

予　算　額　（単位：千円）

－７－
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

4 □ □ S39 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 50 年 □

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

6,473 6,402 5,486 4,046

6,368 5,376 4,431 3,603

6,303 5,376 4,431 3,603

19 18 15 18

70.5 72.1 73.5 74.4

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一　般　財　源

□

　本県の平成２４年度末下水道処理人口普及率は全国平均（７６．３％）を下回っており、快適な
生活環境の実現に向け、一層の整備促進を図っていく。
　なお、日本下水道協会については、所要経費を精査し、負担金を縮減する。
　また、日本下水道事業団については、全都道府県の負担金が廃止となる。

□

休　　止

縮　　減

[事業の評価]

その他特定財源

平成25年度予算額区　　　　　　分

拡　　充
［活動指標、成果指標に対する評価］

2,258

〕　　　＝　　　〔

予　算　額　（単位：千円）

財源内訳

□

完　　了

□

□

廃　　止

終期の見直し

評価に基

づく今後

の 対 応

見　直　し　額

事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

そ の 他

25年度　△1,667千円　（日本下水道事業団の経費見直しによる負担金削減）

□

千　円△ 1,843

□

■

整理統合

□継　　続

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

所属の

方　針

　下水道施設建設に必要な技術者を養成することができ、下水道処理人口普及率も上昇している。

下水道事業促進費

2,258

国　　　　　庫

計 画 の 達 成 状 況

実行予算含まれる事業数

補 助 金

そ の 他

国　庫

 〕　／　整備目標

[予算額および指標の推移等]

［事業内容］

事業終了
予定年度

その他

　下水道推進に関する団体に加入し、下水道整備の促進および下水道の普及を図る。

平均伸び率

△ 20.7%

△ 17.0%

事      業      名

法定受託事務

[事業目的]

　下水道推進団体への負担金
　・日本下水道事業団（下水施設の建設および維持管理の受託、技術援助、技術者の養成、技術開発・実用化のための調査、試験、研究等を行う）
　・（公社）日本下水道協会・中部地方下水道協会・福井県下水道協会（経営に関する講習会、説明会、予算要望活動等を行う）

△ 22.3%

決 算 額 の 推 移

当 初 予 算 額 の 推 移

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

部（庁）

経過年数県　単

目標値、指標の積算根拠等
2,258

企業会計
会計区分

土木 河川 下水道整備

一般会計
特別会計

事務区分

処理人口／行政人口

事　業
開　始
年　度

（単位：千円）

結果分類

Ⅲ

Ⅱ

区　　　　　　分

事業効果

下水道処理人口普及率（％）

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

の推移

活動 技術者養成研修参加者数

1.8%

２５年度

2,379

△ 0.6%

指標

下水道事業団研修人数（人）

成果

指標

－８－
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ □ S49 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 40 年 □

 ２１年度  ２２年度  ２３年度  ２４年度

507,671 475,168 446,977 430,848

502,702 473,522 445,258 429,463

502,680 473,522 445,257 429,463

74.2 74.2 74.2 74.2

86.8 88.1 90.0 91.3

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

Ⅱ

結果分類
375,121

活動 幹線管渠整備延長（ｋｍ） （流域下水道区域内）

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

372,637

0.0%

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標

△ 5.1%

特　記　事　項

の推移

事業効果

Ⅱ

その他特定財源

国　　　　　庫

下水道普及率（％）

平成25年度予算額

処理人口／行政人口（流域下水道区域内）1.7%成果

事業開始後の見直し状況

指標

区　　　　　　分

指標

特別会計会計区分

そ の 他

事　業
開　始
年　度

　九頭竜川流域下水道の整備等促進のため、下水道事業特別会計の財源補填として、繰出金を支出する。

□ そ の 他□

□

継　　続 完　　了

実行予算

企業会計

事務区分

□

終期の見直し□

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

一般会計

その他

国　庫

経過年数

[予算額および指標の推移等]

[事業目的]

　九頭竜川流域下水道等の整備促進により、公共用水域の水質保全と県民の生活環境改善を図る。

△ 7.2%

△ 7.1%

［事業内容］

２５年度区　　　　　　分

（単位：千円）

下水道整備部（庁）

補 助 金
事業終了
予定年度

土木

福井県下水道事業特別会計繰出金

県　単

河川

予　算　額　（単位：千円） 372,637

含まれる事業数事      業      名

法定受託事務

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

評価に基

づく今後

の 対 応
□

縮　　減拡　　充

計 画 の 達 成 状 況

財源内訳

372,344

293

一　般　財　源

□

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針 　快適な生活環境の実現に向け、引き続き整備促進を図っていく。

千　円見　直　し　額

［活動指標、成果指標に対する評価］

□

整理統合

休　　止

廃　　止

　流域の下水道事業普及率の向上が図られている。

■

－９－



別紙２

実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

自
治
事
務

法
定
受
託
事
務

 国庫
その他
特定
財源

 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

維持管理費 ○ S57 32 1 ○ 1,978,077 0 1,978,077 0 ○ ○ ○ 0

九頭竜川流域下水道事業（県単工事） ○ S52 37 1 ○ 1,500 0 1,500 0 ○ ○ ○ 0

2 2 0 0 2 2 0 1,979,577 0 1,979,577 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0

平成２５年度事務事業評価結果(課・室)総括表
会計区分 下水道事業特別会計

課・室名 河川課 （単位：千円）

事務区分

平成
２４年度
予算額

 財源内訳

事            業           名
福井新々元気宣言
における位置付け

事業区分

事業
開始
年度

経過
年数

同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

活動指標1結果分類 活動指標2結果分類 成果指標1結果分類 成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応
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□
■ （ 下水道事業 ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ ■ S57 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 32 年 □

 ２１年度  ２２年度  ２３年度  ２４年度

888,549 863,551 875,655 863,468

1,598,023 1,574,944 1,848,002 1,927,937

795,524 800,412 831,214 796,130

15,812 16,747 16,721 16,439

86.8 88.1 90.0 91.3

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 土木 部（庁） 河川 下水道整備

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 維持管理費 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

　九頭竜川流域下水道事業の適正かつ効率的な管理運営を図る。

［事業内容］

 九頭竜川流域下水道施設の管理運営を、(公財)福井県下水道公社に委託する。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２５年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 827,582 △ 1.7%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,978,077 5.7%

決 算 額 の 推 移 0.1%

活動 流入水量（千㎥） 1.4% Ⅱ

事業効果 指標

の推移 成果 下水道普及率（％） 1.7% 処理人口/行政人口（流域下水道区域内） Ⅱ

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 1,978,077 関係市からの維持管理負担金については、３年に１回、見直し（直近は平成２５年
度）を行っている。

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 1,978,077

一　般　財　源

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　九頭竜川流域下水道の整備により、福井市、あわら市、坂井市の普及率が年々増加している。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　引き続きコスト縮減に努めながら適正に維持管理していく。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－１０－



別紙１

□
■ （ 下水道事業 ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ ■ S52 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 37 年 □

 ２１年度  ２２年度  ２３年度  ２４年度

1,300 1,400 1,400 1,400

1,300 1,400 1,400 1,400

1,300 1,400 1,400 1,400

74.2 74.2 74.2 74.2

86.8 88.1 90.0 91.3

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 土木 部（庁） 河川 下水道整備

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 九頭竜川流域下水道事業（県単工事） 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

　九頭竜川流域管内における施設の台帳整備を行うことにより、適正な施設の管理運営を図る。

［事業内容］

　九頭竜川流域下水道の終末処理、ポンプ場等の台帳整備を行う。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２５年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,500 3.7%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,500 3.7%

決 算 額 の 推 移 2.6%

活動 幹線管渠整備延長（ｋｍ） 0.0% （流域下水道区域内） Ⅱ

事業効果 指標

の推移 成果 下水道普及率（％） 1.7% 処理人口／行政人口（流域下水道区域内） Ⅱ

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 1,500

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 1,500

一　般　財　源

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　流域の下水道普及率は年々増加している。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

施設の管理運営を適正に行うため、整備した施設の台帳を順次整備していく。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－１１－


